
瀬戸市児童福祉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成２７年３月２７日 

瀬戸市長 増 岡 錦 也  

瀬戸市規則第８号 

瀬戸市児童福祉法施行細則の一部を改正する規則 

瀬戸市児童福祉法施行細則（昭和６２年瀬戸市規則第４号）の一部を次

のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（趣旨） 

第１条 この規則は、児童福祉法（昭和２２年法

律第１６４号。以下「法」という。）、児童福

祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）及び児

童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１

号。以下「省令」という。）の施行に関する事

項を定めるものとする。 

 

 

（助産及び母子保護に係る入所の手続） 

第４条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ 

 

 

 

（助産及び母子保護に係る入所の依頼等） 

第５条 福祉事務所長は、前条第１項の助産施設

入所申込書又は同条第２項の母子生活支援施設

入所申込書を受理したときは、その適否を調査

し、法第２２条第１項の規定による助産の実施

又は法第２３条第１項の規定による母子保護の

（趣旨） 

第１条 この規則は、児童福祉法（昭和２２年法

律第１６４号。以下「法」という。）、児童福

祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）及び児

童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１

号。以下「省令」という。）並びに瀬戸市保育

の実施に関する条例（昭和６２年瀬戸市条例第

８号）の施行に関する事項を定めるものとす

る。 

（入所の手続） 

第４条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ 

３ 法第２４条第２項に規定する申込書は、保育

所入所申込書（兼保育児童台帳）によるものと

する。 

（入所の依頼等） 

第５条 福祉事務所長は、前条第１項の助産施設

入所申込書、同条第２項の母子生活支援施設入

所申込書又は同条第３項の保育所入所申込書

（兼保育児童台帳）を受理したときは、その適

否を調査し、法第２２条第１項の規定による助



実施（以下「助産の実施等」という。）をする

必要があると認めるときは、その入所させよう

とする児童福祉施設の長にその旨を依頼するも

のとする。省令第２２条第６項の規定による入

所の実施の申込みを勧奨する場合も同様とす

る。 

 

 

２ ＜省略＞ 

（助産の実施等の決定） 

第６条 福祉事務所長は、前条第２項の規定によ

りその受託する旨の通知を受けたときは、助産

施設入所承諾書又は母子生活支援施設入所承諾

書により、助産の実施等をする必要がないと認

めるときは、助産施設入所不承諾通知書又は母

子生活支援施設入所不承諾通知書により、当該

申込者又は省令第２２条第６項の規定による入

所の実施の申込みをする者若しくはその扶養義

務者にその旨を通知するものとする。 

 

（助産の実施等の解除等） 

第７条 福祉事務所長は、助産の実施等を解除

し、停止し、又は変更したときは、助産実施解

除通知書又は母子保護実施解除通知書により、

当該助産の実施等を受けた者（以下「入所者」

という。）又はその扶養義務者及び当該入所者

に係る児童福祉施設の長にその旨を通知するも

のとする。 

（保育の利用の要請） 

第７条の２ 福祉事務所長は、法２４条第３項の

規定による利用の調整の結果、対象となる認定

こども園（保育所であるものを含む。）の設置

者又は家庭的保育事業等を行う者に対して、保

育利用調整結果通知書により利用の要請を行う

ものとする。 

（保育の措置の手続） 

産の実施、法第２３条第１項の規定による母子

保護の実施又は法第２４条第１項の規定による

保育の実施（以下「保育の実施等」という。）

をする必要があると認めるときは、その入所さ

せようとする児童福祉施設の長にその旨を依頼

するものとする。省令第２２条第６項の規定に

よる入所の実施の申込みを勧奨する場合も同様

とする。 

２ ＜省略＞ 

（保育の実施等の決定） 

第６条 福祉事務所長は、前条第２項の規定によ

りその受託する旨の通知を受けたときは、助産

施設入所承諾書、母子生活支援施設入所承諾書

又は保育所入所承諾書により、保育の実施等を

する必要がないと認めるときは、助産施設入所

不承諾通知書、母子生活支援施設入所不承諾通

知書又は保育所入所不承諾通知書により、当該

申込者又は省令第２２条第６項の規定による入

所の実施の申込みをする者若しくはその扶養義

務者にその旨を通知するものとする。 

（保育の実施等の解除等） 

第７条 福祉事務所長は、保育の実施等を解除

し、停止し、又は変更したときは、助産実施解

除通知書、母子保護実施解除通知書又は保育実

施解除（変更）通知書により、当該保育の実施

等を受けた者（以下「入所者」という。）又は

その扶養義務者及び当該入所者に係る児童福祉

施設の長にその旨を通知するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 



第７条の３ 福祉事務所長は、法第２４条第５項

又は第６項の規定による保育の委託の措置を採

るに当たっては、あらかじめ、措置児童保育支

援依頼書を委託を受ける施設の長に送付すると

ともに、当該措置を採ることを決定したとき

は、保育支援決定通知書を措置対象児童の保護

者に送付しなければならない。 

２ 福祉事務所長は、前項の規定による保育の委

託の措置を行った児童（以下「被保育措置者」

という。）について、当該措置を変更すること

を決定したときは、保育支援変更決定通知書を

被保育措置者の保護者に送付しなければならな

い。 

３ 福祉事務所長は、被保育措置者について、当

該措置を解除することを決定したときは、保育

支援終了決定通知書を被保育措置者の保護者に

送付するとともに、保育支援終了通知書を委託

を受けた施設の長に送付しなければならない。 

（費用の請求） 

第１０条 児童福祉施設等の長は、法第５１条第

２号、第３号、第４号又は第５号に規定する費

用の支払を求めるときは、月ごとの計算書を添

付して請求書を市長に提出しなければならな

い。 

（費用の徴収等） 

第１１条 市長は、入所者又は入所者の主たる扶

養義務者（扶養義務者で入所者と生計を一にし

ている者をいう。以下同じ。）（以下「入所者

等」という。）から、法第５１条第２号、第３

号、第４号又は第５号に規定する費用を法第５

６条第２項又は第３項の規定により徴収する。 

（徴収額） 

第１２条 前条の規定により徴収する費用（以下

「負担金」という。）の額（以下「徴収額」と

いう。）は、助産施設及び母子生活支援施設に

係るものにあっては別表に、保育の措置に係る

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（費用の請求） 

第１０条 児童福祉施設の長は、法第５１条第２

号、第３号又は第４号に規定する費用の支払を求

めるときは、月ごとの計算書を添付して請求書を

市長に提出しなければならない。 

 

（費用の徴収等） 

第１１条 市長は、入所者又は入所者の主たる扶

養義務者（扶養義務者で入所者と生計を一にし

ている者をいう。以下同じ。）（以下「入所者

等」という。）から、法第５１条第２号、第３

号又は第４号に規定する費用を法第５６条第２

項又は第３項の規定により徴収する。 

（徴収額） 

第１２条 前条の規定により徴収する費用（以下

「負担金」という。）の額（以下「徴収額」と

いう。）は、助産施設及び母子生活支援施設に

係るものにあっては別表第１に、保育所に係る



ものにあっては、児童の年齢及び保育時間に応

じ、瀬戸市子ども・子育て支援法施行細則（平

成２７年瀬戸市規則第９号）別表（⑵及び⑶の

表に係る部分に限る。）に定める額とする。こ

の場合において、別表⑵中「法第１９条第１項

第２号に掲げる小学校就学前子ども（特別利用

教育を受ける子ども及び満３歳に到達した日の

属する年度中の子どもを除く。）」とあるのは

「年度の初日の年齢が３歳以上の児童」と、

「支給認定保護者の属する世帯の階層区分」と

あるのは「措置児童の属する世帯の階層区分」

と、「利用者負担額」とあるのは「徴収額」

と、同表⑶中「法第１９条第１項第３号に掲げ

る小学校就学前子ども（満３歳に到達した日の

属する年度中の法第１９条第１項第２号に掲げ

る小学校就学前子どもを含む。）」とあるのは

「年度の初日の年齢が３歳未満の児童」と、

「支給認定保護者の属する世帯の階層区分」と

あるのは「措置児童の属する世帯の階層区分」

と、「利用者負担額」とあるのは「徴収額」

と、備考１中「特定教育・保育等の利用を開始

した日」とあるのは「措置児童が入所した日」

と、備考９中「法第１９条第１項第２号及び第

３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用者

負担額は、」とあるのは「措置児童の入所に係

る徴収額は、」と、「利用者負担額」とあるの

は「徴収額」と、備考１０中「法第１９条第１

項第２号及び第３号に掲げる小学校就学前子ど

もに係る利用者負担額は、」とあるのは「措置

児童の入所に係る徴収額は、」と、「利用者負

担額」とあるのは「徴収額」と、備考１１中

「支給認定保護者の属する世帯の階層区分の認

定については、その支給認定保護者に係る支給

認定子どもと」とあるのは「措置児童の属する

世帯の階層区分の認定については、その措置児

童と」と読み替えるものとする。 

ものにあっては別表第２に定める額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 月の中途で、母子保護の実施又は保育の措置

を開始し、解除し、変更し、又は停止した場合

における当該月の徴収額は、前項の規定にかか

わらず、当該月における当該母子保護の実施又

は保育の措置の期間に応じ、母子生活支援施設

に係るものにあっては別表に、保育の措置に係

るものにあっては前項の規定による読み替え後

の瀬戸市子ども・子育て支援法施行細則別表

（⑵及び⑶の表に係る部分に限る。）に定める

額について日割により算定した額とする。 

（負担金の納付） 

第１５条 負担金は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に掲げる期間に納付しなければな

らない。ただし、納期限が瀬戸市の休日を定め

る条例（平成３年瀬戸市条例第１６号）第１条

第１項に規定する市の休日に当たるときは、そ

の日後最初に到来する市の休日でない日をもっ

てその期限とする。 

 ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 母子生活支援施設及び保育の措置 母子保

護の実施又は保育の措置を受ける日の属する

月の初日から１０日までの期間。ただし、月

の中途で母子保護の実施又は保育の措置を受

ける場合にあっては、当該母子保護の実施又

は保育の措置を受ける日の初日から１０日を

経過する日までの期間 

（放課後児童健全育成事業の開始届出） 

第１６条の２ 法第３４条の８第２項に規定にす

る放課後児童健全育成事業を行う際の届出は、

放課後児童健全育成事業開始届によるものとす

る。 

（放課後児童健全育成事業の変更届出） 

第１６条の３ 法第３４条の８第３項に規定する

放課後児童健全育成事業の変更に係る届出は、

放課後児童健全育成事業変更届によるものとす

る。 

２ 月の中途で、保育の実施等（助産の実施に係

るものを除く。以下この項及び第１５条におい

て同じ。）を開始し、解除し、変更し、又は停

止した場合における当該月の徴収額は、前項の

規定にかかわらず、当該月における当該保育の

実施等の期間に応じ、母子生活支援施設に係る

ものにあっては別表第１に、保育所に係るもの

にあっては別表第２に定める額について日割に

より算定した額とする。 

 

（負担金の納付） 

第１５条 負担金は、次の各号に掲げる施設の区

分に応じ、当該各号に掲げる期間に納付しなけ

ればならない。ただし、納期限が銀行法施行令

（昭和５７年政令第４０号）第５条第１項第３

号に規定する日となるときは、その翌々日を納

期限とする。 

 

 ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 母子生活支援施設及び保育所 保育の実施

等を受ける日の属する月の１日から１０日ま

での期間。ただし、月の中途で保育の実施等

を受ける場合にあっては、当該保育の実施等

を受ける日の初日から１０日を経過する日ま

での期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（放課後児童健全育成事業の廃止等届出） 

第１６条の４ 法第３４条の８第４項に規定にす

る放課後児童健全育成事業を廃止し、又は休止

に係る届出は、放課後児童健全育成事業廃止

（休止）届によるものとする。 

別表（第１２条関係） 

＜省略＞ 

備考 ＜省略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

別表第１（第１２条関係） 

＜省略＞ 

備考 ＜省略＞ 

別表第２（第１２条関係） 

入所児童の属する世帯の

階層区分 

保育料（月額） 

３歳未

満児 

３歳児 ４歳以

上児 

Ａ 生活保護法による被

保護世帯（単給世帯

を含む。）及び中国

残留邦人等の円滑な

帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関

する法律による支援

給付受給世帯（中国

残留邦人等の円滑な

帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援

に関する法律の一部

を改正する法律（平

成２５年法律第１０

６号）附則第２条第

１項又は第２項の規

定によりなお従前の

例によることとされ

た支援給付受給世帯

を含む。） 

円 

０ 

円 

０ 

円 

０ 

Ｂ１ Ａ階 市町村民税非 ０ ０ ０ 



層及

びＤ

階層

を除

き前

年度

分の

市町

村民

税の

額の

区分

が次

の区

分に

該当

する

世帯 

課税世帯（母

子世帯等） 

Ｂ２ 市町村民税非

課税世帯（Ｂ

１階層以外の

世帯） 

５，０

００ 

３，０

００ 

３，０

００ 

Ｃ１ 市町村民税課

税世帯（母子

世帯等） 

５，０

００ 

３，０

００ 

３，０

００ 

Ｃ２ 市町村民税課

税世帯（Ｃ１

階層以外の世

帯） 

９，０

００ 

７，０

００ 

７，０

００ 

Ｄ１ Ａ階

層を

除き

前年

分

（１

月か

ら６

月ま

での

月分

につ

いて

は、

前々

年

分）

５，０００円

未満 

１１，

０００ 

９，０

００ 

９，０

００ 

Ｄ２ ５，０００円

以上１０，０

００円未満 

１２，

０００ 

１１，

０００ 

１１，

０００ 

Ｄ３ １０，０００

円以上２５，

０００円未満 

１６，

０００ 

１５，

０００ 

１５，

０００ 

Ｄ４ ２５，０００

円以上３０，

０００円未満 

２０，

０００ 

１９，

０００ 

１９，

０００ 

Ｄ５ ３０，０００

円以上４０，

０００円未満 

２４，

０００ 

２３，

０００ 

２２，

０００ 

Ｄ６ ４０，０００

円以上８０，

０００円未満 

２７，

０００ 

２３，

０００ 

２２，

０００ 



Ｄ７ の所

得税

課税

世帯

であ

っ

て、

その

所得

税の

額の

区分

が次

の区

分に

該当

する

世帯 

８０，０００

円以上９０，

０００円未満 

３２，

０００ 

２６，

０００ 

２２，

０００ 

Ｄ８ ９０，０００

円以上１０

３，０００円

未満 

３７，

０００ 

２６，

０００ 

２２，

０００ 

Ｄ９ １０３，００

０円以上１３

０，０００円

未満 

４３，

０００ 

２６，

０００ 

２２，

０００ 

Ｄ１０ １３０，００

０円以上１７

０，０００円

未満 

４８，

０００ 

２６，

０００ 

２２，

０００ 

Ｄ１１ １７０，００

０円以上２０

０，０００円

未満 

５１，

０００ 

２６，

０００ 

２２，

０００ 

Ｄ１２ ２００，００

０円以上 

５４，

０００ 

２６，

０００ 

２２，

０００ 

備考 

１ この表の「３歳」及び「４歳」とは、そ

れぞれその入所児童が入所した日の属する

年度の初日における年齢をいう。 

２ この表のＣ１階層及びＣ２階層における

「市町村民税」とは、地方税法第２９２条

第１項第１号に規定する均等割及び同項第

２号に規定する所得割（この所得割を計算

する場合には、同法第３１４条の７及び第

３１４条の８並びに同法附則第５条第３

項、第５条の４第６項及び第５条の４の２

第５項の規定は適用しないものとし、児童

家庭局長通知の規定は適用するものとす

る。）をいう。 



３ この表のＤ１階層からＤ１２階層までの区

分における「所得税の額」とは、所得税

法、租税特別措置法、災害被害者に対する

租税の減免、徴収猶予等に関する法律及び

児童家庭局長通知の規定によって計算され

た所得税の額をいう。ただし、所得税の額

を計算する場合には、次の規定は適用しな

いものとする。 

⑴ 所得税法第７８条第１項（同条第２

項第１号、第２号（地方税法第３１４

条の７第１項第２号に規定する寄附金

に限る。）及び第３号（地方税法第３

１４条の７第１項第２号に規定する寄

附金に限る。）に規定する寄附金に限

る。）、第９２条第１項並びに第９５

条第１項から第３項まで 

⑵ 租税特別措置法第４１条第１項、第

２項及び第６項、第４１条の２、第４

１条の３の２第１項、第２項、第５項

及び第６項、第４１条の１９の２第１

項、第４１条の１９の３第１項及び第

３項並びに第４１条の１９の４第１項

及び第３項 

⑶ 租税特別措置法等の一部を改正する

法律（平成１０年法律第２３号）附則

第１２条並びに所得税法等の一部を改

正する法律（平成２５年法律第５号）

附則第５９条第１項及び第６０条第１

項 

４ この表の「母子世帯等」とは、次に掲げ

るものをいう。 

⑴ 母子及び父子並びに寡婦福祉法第１

７条及び第３１条の７に規定する配偶

者のない者で現に児童を扶養している

ものの世帯 

⑵ 入所児童、その兄弟姉妹及びその父



母で、次のアからエまでのいずれかに

該当する者（障害福祉手当及び特別障

害者手当の支給に関する省令（昭和５

０年厚生省令第３４号）第１条各号及

び第１４条第３号に掲げる施設に入所

している者は除く。）のいる世帯 

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法

律第２８３号）第１５条に規定する

身体障害者手帳の交付を受けた者 

イ 療育手帳制度要綱（昭和４８年９

月２７日厚生省発児第１５６号）に

定める療育手帳の交付を受けた者 

ウ 特別児童扶養手当等の支給に関す

る法律（昭和３９年法律第１３４

号）に規定する特別児童扶養手当の

支給対象児、国民年金法（昭和３４

年法律第１４１号）に規定する国民

年金の障害基礎年金等の受給者 

エ 精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律（昭和２５年法律第１２３

号）第４５条に規定する精神障害者

保健福祉手帳の交付を受けた者 

５ 次の表の第１欄に掲げる就学前児童が保

育所に入所している場合で同一世帯に兄又

は姉（１８歳到達年度の末日を経過してい

ないものに限る。）が２人以上いるとき

は、上記の表の定めにかかわらず、それぞ

れ次の表の第２欄により計算して得た額を

その児童の保育料とする。 

第１欄 第２欄 

⑴ Ｂ２階層からＣ２階層までの区

分に該当する世帯に属する就学

前児童 

０円 

⑵ Ｄ１階層からＤ５階層までの区

分に該当する世帯に属する就学

０円 



前児童のうち３歳未満児 

⑶ Ｄ６階層からＤ１２階層までの区

分に該当する世帯に属する就学

前児童のうち３歳未満児 

上記の表の保

育料×０.５ 

６ Ｂ２階層からＤ１２階層までの区分におけ

る同一世帯から２人以上の就学前児童が保

育所、幼稚園（学校教育法（昭和２２年法

律第２６号）第１条に規定する幼稚園をい

う。）、認定こども園（就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律（平成１８年法律第７７号）

第７条第１項に規定する認定こども園をい

う。）、特別支援学校幼稚部（学校教育法

第７６条第２項に規定する幼稚部をい

う。）及び情緒障害児短期治療施設通所部

（法第７条第１項に規定する情緒障害児短

期治療施設の通所部をいう。）に入所又は

児童発達支援若しくは医療型児童発達支援

（法第６条の２第２項及び第３項に規定す

る児童発達支援又は医療型児童発達支援を

いう。）を利用している場合において、次

の表の第１欄に掲げる就学前児童（前項に

規定する児童を除く。）のうち、当該児童

が保育所に入所している際には、上記の表

の定めにかかわらず、第２欄により計算し

て得た額をその児童の保育料とする。 

第１欄 第２欄 

⑴ 上記６に掲げる施設を利用し

ている就学前児童（該当する児

童が２人以上の場合は、そのう

ち最年長のもの１人とする。） 

上記の表の保

育料 

⑵ 上記６に掲げる施設を利用し

ている⑴以外の就学前児童（該

当する児童が２人以上の場合

は、そのうち最年長のもの１人

上記の表の保

育料×０.５ 



とする。） 

⑶ 上記６に掲げる施設を利用し

ている上記以外の就学前児童 

０円 

７ 入所児童の属する世帯の課税階層区分に

よる階層の認定については、その児童と同

一世帯に属して生計を一にしている父母及

びそれ以外の扶養義務者（家計の主宰者で

ある場合に限る。）に係る課税額の合計に

より行う。 
  

附 則 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 


